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新型インフルエンザ (A/Hl Nl)対策総括会議 報告書 (案 )
平成 22年 6月 8日

1.は じめに

平成21年 4月 に新型インフルエンザ (A/Hl Nl)が海外で発生して以降、政府において
は、重症者や死亡者の数を最小限にすることを最大の目標として掲げ、広報活動、検疫の

強化、サーベイランス、学校等の体業を始めとした公衆衛生対策、医療体制の整備、ワク

チンの供給や接種などの努力を行つてきた。

第 1波が終息した現段階において、我が国の死亡率は他の国と比較して低い水準にとど

まつており、死亡率を少なくし、重症化を減少させるという当初の目標は、概ね達成でき

たと考えられる。死亡率が低い理由については、現時点では未解明であるが、広範な学校

閉鎖、医療アクセスの良さ、医療水準の高さと医療従事者の献身的な努力、抗インフルエ

ンザウイルス薬の迅速な処方や、手洗い・うがいなどの公衆衛生意識の高さなどが指摘さ

れている。こうした成果の多くが、国民一人一人の努力と病院、診療所、薬局などで働く

医療従事者など現場の努力の賜と考えられる。

このように、死亡率が低い水準にとどまつたことに満足することなく、厚生労働省がこ

れまで講じてきた対策を評価し、今後の再流行や、将来到来することが懸念されているH

5Nlなどの新型インフルエンザ対策に役立てていくことは重要である。     _
特に、H5Nlな どの新型インフルエンザが新たに発生する可能性は減少しておらず、
その病原性がどの程度かは予測不可能であることから、様々な場合を想定して万全の対策

を講じておくことが重要である。

本会議は、計7回の会議で40名超の特別ゲストにお越しいただきご意見をいただくな
ど、現場の状況を十分に踏まえる努力をしつつ議論を行つた。

これらを踏まえ、ここに厚生労働省に対する提言として報告書をまとめた。厚生労働省

は、関係省庁とも密に連携を図りながら、また、検討の過程を随時オープンにしつつ、こ

の報告内容を国の対策に活かしていくよう努力すべきである。

2.全 般的事項

(1)総括に当たつて
平成 21年 4月 末の新型インフルエンザ (A/HlNl)発生を受け、厚生労働省は情報収集に

努め、危機管理対策として迅速に対応したことには一定の評価をするとの意見がある一方

で、対策については様々な問題点が指摘された。本会議では、これらの問題点を中心に、

事実関係を整理した上で、厚生労働省の考え方や現場の意見を聞き、今後に向けての教訓

を取りまとめ、提言を行うものである。

総括に当たって、厚生労働省の対策には、当時、以下の準備不足や制約があつたことに

留意し、各論の提言においては、こうした課題の根本的な改善と、運用面の改善とを区別



して提言を取りまとめた。

・ 新型インフルエンザ発生時の行動計画、ガイドラインは用意されていたがt病原

性の高い鳥インフルエンザ (H5Nl)を 念頭に置いたものであつたこと
口 また、行動計画・ガイドラインは、感染が段階を追って拡大することを想定して

いたが、突然大規模な集団発生が起こる状況を想定した形とはなつていなかつたこ

と
口 平成 21年 2月 のガイドラインの改訂から間もない時期に発生したことから、検疫
の実施体制など、ガイドラインに基づく対策実施方法について、国及び地方自治体

において、事前の準備や調整が十分でなかつたこと

・ パンデミックワクチンの供給については、国内生産体制の強化を始めたばかりで
あり、一度に大量のワクチンを供給できなかったこと

口 病原性がそれ程高くない新型インフルエンザに対応して臨時にワクチン接種を行
う法的枠組みが整備されていなかつたこと

(2)提言
○ 会議では、各テーマごとに議論を進めたが、各テーマごとに共通の課題が明らかと
なつた。このため、以下の点について、全般に係る提言としてここに提起する。

【病原性等に応じた柔軟な対応】

1. いわゆる水際作戦・学校閉鎖等、感染症拡大防止対策の効果の限界と実行可能
性を考慮しo感染力だけでなく致死率等健康へのインパクト等を総合的に勘案し
て複数の対策の選択肢を予め用意し、状況に応じて的確に判断し、どの対策を講

じるのかを柔軟に決定するシステムとすべきである。ただし、流行の初期におい

ては、病原性や感染力等疫学情報が不明又は不確かな場合が多いので、万が一病

原性が高かつた場合を想定し、最大限の措置を選択せざるを得ないことに留意が

必要である。
こうした観点に立ち、今後新たに新型インフルエンザが発生した際に、速やか

に、かつ、円滑に行動できるよう、行動計画やガイドラインについて、現行をベ
ニスとして見直す必要がある。

【迅速・合理的な意志決定システム】

2.迅 速かつ的確に状況を分析、判断し、決断していく必要があることから、国
における意思決定プロセスと責任主体を明確化するとともに、医療現場や地方自

治体などの現場の実情や専門家の意見を的確に把握し、迅速かつ合理的に意思決

定のできるシステムとすべきである。また、可能な限り議論の過程をオープンに

することも重要である。

【地方との関係と事前準備】

3: 地方自治休も含め、関係者が多岐にわたることから、発生前の段階から関係者
間で対処方針の検討や実践的な訓練を重ねるなどの準備を進めることが必要で

ある。
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また、パブリックコメントなどを通じて広く国民の意見を聴きながら、事前に

決めておけることはできる限り決めておくとともに、地方がどこまで裁量を持つ

かなどの役割分担についても、できるだけ確認をしておくことが必要である。

【感染症危機管理に関わる体制の強化】

4.発 生前の段階からの情報収集・情報提供体制の構築や収集した情報の公開、発
生時の対応を一層強化することが必要であり、このため、厚生労働省のみならず、

国立感染症研究所 (感染症情報センターやインフルエンザ研究センターを中心

に)や、検疫所などの機関、地方自治体の保健所や地方衛生研究所を含めた感染
症対策に関わる危機管理を専門に担う組織や人員体制の大幅な強化、人材の育成

を進めるとともに、関係機関相互の役割分担や関係の明確化が必要である。特に

国立感染症研究所については、より良い組織や人員体制を構築するために、米国

CDC(疾病予防管理センター)を始め各国のCDCに相当する機関を調査すべ
きである。

なお、感染症対策に関わる危機管理を担う組織全体の責任者については、感染

症に関する専門的知識を有し、かつコミュケーション能力やマネージメント能力

といつた行政能力を備えた人材を登用すべきである。

【法整備】

5. 対策の実効性を確保するため、感染症対策全般のあり方 (感染症の類型、医療
機関のあり方など)について、地方自治体や関係学会等の意見も踏まえながら、
必要に応じて予防接種法の見直しを行う等、各種対策の法的根拠の明確化を図る。

3.広 報・ リスクコミュニケーション

提言

A.体制 口制度の見直しや検討、事前準備を要する問題

2.

発生前の段階から、外務省や在外公館などとも連携し、海外情報を含めた感染

症の情報収集及び情報発信機能を抜本的に高めるとともに、国民への広報やリス

クコミュニケーションを専門に取り扱う組織を設けt人員体制を充実させるべき
である。

新型インフルエンザ発生等の危機管理においては、国民への迅速かつ正確な情

報提供が極めて重要である。一方で、全国で斉―的に提供すべき情報については、

地域毎に異なる対応とすれば混乱を招くことから、国が責任を持つて、都道府県、

市町村等と連携し、広報していくことが必要である。
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3. 国のみならず、保健所、市町村保健センター、本庁も含めた地方の行政機関の

現場、各医療機関を含めた医療現場、こうしたすべての主体が新型インフルエン

ザについての知識と理解を有し、分かりやすく国民に伝えることが重要である。

また、国の発信した内容がどの程度国民や現場に意図した通りに伝わつている

のか、随時確認し、広報等の内容に反映できるような仕組みを検討すべきである。

感染症に関わる個人情報の発信のあり方を含めた報道のあり方について、今後、

地方も含めたあらゆるレベルで、マスコミ関係者や患者団体、法曹関係者なども

交えて具体的に検討するとともに、関係者の研修、教育の充実が望まれる。

国及び地方自治体の担当者の間や国と医師会の間で早期にホットラインが確立

できるよう、あらかじめ、発生時の対応や連絡窓口などを確認しておくべきであ

る。緊急性や注目度の高い事例が発生した時にこそ、国と当該自治体との情報共

有と情報発信に向けた緊密な連携が重要であり、そのためには情報交換窓口の一

本化と、公表内容の相談と統一、公表時刻の調整等が望まれる。

外国人や障害者、高齢者などの「情報弱者」に配慮した情報提供の方法につい

て、地方自治体とも連携しながら検討すべきである。

国が迅速に最新の正しい情報を伝える必要がある地方自治体や医療現場など

に、情報が迅速かつ直接届くよう、インターネットの活用も含め、情報提供のあ

り方について検討すべきである。

国民の不安、問合せに対応できるよう、国においても24時間体制のコールセ
ンターの設置を検討すべきである。

4.

5.

6.

7.

8.

B.運用上の課題

2.

バンデミック時に、分かつている情報を国民に対して公開するとともに、専任

のスポークスパーソンを設けることにより、複数の情報が流れないよう、また、

仮に誤つた内容の報道がされた場合には正しい内容を伝えることができるよう

に、広報責任主体を明確化するとともに、広報内容の一元化を図るべきである
`

情報発信に当たつては、その目的に照らし合わせて、「正確」な情報を、きめ

細かく頻繁に、具体的に発信するように工夫すべきである。その際、一般国民や

企業、事業主の方が求める素朴な質問についても把握し、Q&Aなどを作成・発
信していくべきである。

特に、国民の不安や不正確な情報によつて、誹謗中傷、風評被害が生じないよ

う、留意する必要がある。
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3.

4.

施策の内容の伝達や決定に当たっては、その背景や根拠などを開示して、分か

りやすく伝えるべきである。また、通知や事務連絡については、できるだけ簡潔・

明瞭にし、ポイント紙や関連のQ&Aな どを作成するようにすべきである。

流行が沈静化している時期にこそ、新型インフルエンザの危険性の周知・広報

に力を入れて取り組むべきである。

4.水 際対策

提言
A.体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題

2.

3.

4:

5.

国は、ウイルスの病原性や症状の特徴、国内外での発生状況、諸外国における

水際対策の情報等を踏まえ、専門家の意見を基に機動的に水際対策の縮小などの見

直しが可能となるようにすべきである。

水際対策の縮小などの判断が早期に可能となるよう、厚生労働省及び国立感染

症研究所は、海外における感染症発生動向の早期探知や発生国における感染状況等

の情報収集・分析が可能となるような仕組みを構築することが必要である。

入国者の健康監視については、検疫の効果や保健所の対応能力等も踏まえて効

果的・効率的に実施できるよう、感染力だけでなく致死率等健康へのインパクト等

を考慮しつつ、健康監視の対象者の範囲を必要最小限とするとともに、その中止の

基準を明確にするなど、柔軟な対応を行えるような仕組みとすべきである。

水際対策の効果については、検疫により感染拡大時期を遅らせる意義はあると

する意見はあるが、その有効性を証明する科学的根拠は明らかでないので、更に知

見を収集することが必要である。また、専門家などからの意見収集の機会を設ける

べきである。

「水際対策」との用語については、「侵入を完壁に防ぐための対策」との誤解を

与えない観点から、その名称について検討しつつ、その役割について十分な周知

が必要である。

発生前の段階から、新型インフルエンザを含む感染症対策として入国地点にお

いてどういつた対策を講じるべきかについて検討し、普段から実践しておくことが

必要である。

6.



B.運用上の課題

1.検 疫所は、発生前の段階より、訓練等を通じて、広く地方自治体との密な連携
体制を構築することが必要である。

2.検 疫所への応援者については、発生後の国内の医療提供体制整備や運用に影響
が出ないよう、また業務対応の効率性から一定期間の従事が可能な機関等からの派

遣について検討する必要がある。また、応援予定者に対しては、検疫に関する研修

を実施するとともに、現場での意思統一の方法をあらかじめ検討しておく必要があ

る。

5.公 衆衛生対策 (学校等の臨時休業等 )

提言
A: 体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題

2.

3.

学校や保育所、通所施設等 (以下「学校等」という。)の臨時体業について、今

回は一定の効果はあつたと考えられるが、今後さらに、休業中の行動も含めた学

校等の体業時の実態を把握し、情報を公開しながら知見を収集し、学校等の臨時

休業の効果やそのあり方を検討すべきである。

病原性に応じた学校等の体業要請等について、国が一定の目安 (方針、基準)

を示した上で、地方自治体がその流行状況に応じて運用を判断すべきである。

学校等の臨時休業や、事業自粛、集会やイベントの自粛要請等には、感染者の

保護者や従業員が欠勤を余儀なくされるなどの社会的・経済的影響が伴うため、

国はそれらを勘案し、対策の是非や事業者によるBCP(事業継続計画)の策定を含

めた運用方法を検討すべきである。また、実施に際しては社会的 日経済的影響に

ついて理解が得られるように更なる周知が必要である。

学校等の臨時休業の情報について、地域の医療機関や医師会と学校等の関係者

が迅速に情報共有出来るようなネットワークシステムを構築すべきである。

4.

1.学 校等の臨時休業の運用方法については、近接市町村と連携 した休業要請の実
施と、理解を得るための広報が必要である。
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2.休 業中の学校等の生徒等が、学校等の体業の意味や、休業中の行動について理
解しなければ、休業の効果がなくなることから、こうしたことについて、一層の

周知が必要である。

また、発病者の自宅待機期間や就業可能時期の判断などについて、臨床情報も

踏まえながら、国が一定の考え方を示すべきである。

3.罹 患した従業員等に対して事業主が一律に医療機関を受診させて検査キットを
用いた治癒証明書の取得を求めるなど、医学的には必要性に乏 しい事例がみられ

たことから、正確な情報提供をより迅速に行うべきである。

6.サーベイランス

提言

A.体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題

1.今回新たに導入した入院、重症及び死亡者サーベイランス並びにクラスターサー
ベイランスについては、その必要性と地方自治体や医療機関の業務量を考慮しつ

つ、平時を含めた運用時期や方法等について、まず既存のデータベースを公開した

上で、報告する立場の人々の意見も聞きながら検討すべきである。

2.厚生労働省及び国立感染症研究所によるサーベイランス実施体制の一元化や、サ
ーベイランス結果の情報開示のあり方について、検討すべきである。

3.各国のサーベイランスの仕組みを参考にしつつ、国立感染症研究所、保健所、地
方衛生研究所も含めたサーベイランス体制を強化すべきである。とりわけ、地方衛

生研究所のPCR検査体制など、昨年の実施実績を公開した上で、強化を図るか民
間を活用するのか検討するとともに、地方衛生研究所の法的位置づけについて検討

が必要である。

4.ま た、サーベイランス担当者について、その養成訓練の充実を図るべきである。

B.運用上の課題

症例定義については、臨床診断の症例定義とサーベイランスの症例定義を明確に

分けるべきである。また、サーベイランスの症例定義については、地方衛生研究所

や保健所の処理能力も勘案しつつ、その目的に応じて、適切に実施できるように設

定すべきである。

都道府県や医療機関等に混乱を来たさないよう、病原性の強さや感染状況に応2.



じてサーベイランス方法を迅速かつ適切に切り替えることが必要である。

7.医 療体制

提言
A.体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題

1.国 が基本的な方針、考え方を示した上で、都道府県ごとに地域の実情を踏まえ、
必要となる医療提供体制について検討を進めるべきである。また、国は、これに対

する必要な支援を行うべきである。

具体的には、医療スタッフ等の確保、ハイリスク者を受入れる専門の医療機関の

設備、陰圧病床等の施設整備などの院内感染対策等のために必要な財政支援を行う

必要がある。

2.発 熱相談センターと発熱外来の設置の是非、設置する場合の対象者、求める役
割、機能、体制について、病原性なども考慮しながら、再度整理すべきである。

その際、

① 都道府県が設置の要否を柔軟に判断できるような仕組みとすることや、
② 役割に応じて一般に誤解を与えない名称とすべきこと、
③ その機能や役割などについて、広報や周知を徹底することが必要であること
に、特に留意する。

3. 国及び地方自治体において、地域における感染症の専門家、例えば、感染症担
当医や感染症の公衆衛生知識を有する行政官、感染症疫学者等の養成を推進する必

要がある。                       ・

4. 医療従事者が、地域の医療体制維持のために協力できるような仕組みづくりに
ついて、PPE(個人防護具)の提供、休業時や医療従事者が死亡または後遺症を生

じた場合の補償も含め、検討すべきである。

5. 医療機関間及び行政との連携体制を一層強化する必要がある。そのために、例
えば、保健所や医師会などの関係団体が、医療機関間の調整役となることなどを検

討すべきである。

6.抗 インフルエンザウイルス薬等の医薬品や医用品の備蓄や使用方法について、
その種類ごとに改めて整理すべきである。



B.運用上の課題

地方自治体が、当該地域が「感染拡大期」に当たるか「まん延期」に当たるか

などについて的確に判断し、入院措置中止や発熱外来の役割の切り替えを円滑に行

えるよう、実地疫学等の専門家が助言する仕組みを設けることなどについて検討す
べきである。

医療機関に対して、必要かつ正確な情報を速やかに提供する仕組みについて検

討すべきである。

2.

8.ワクチン

提言

A.体制・制度の見直しや検討、事前準備を要する問題

2.

3.

4.

国家の安全保障という観点からも、ワクチン製造業者を支援し、細胞培養ワク
チンや経鼻ワクチンなどの開発の推進を行うとともに、ワクチン生産体制を強化
すべきである。併せて、輸入ワクチンについても、危機管理の観点から複数の海

外メーカーと連携しつつ、ワクチンを確保する方策の一つとして検討していくベ

きである。

ワクチンの接種体制の確保の準備を進めるべきである。このため、今回の新型

インフルエンザ対策の経験を踏まえ、現場の意見を聞きながら、新型インフルエ

ンザ対策行動計画に基づくワクチン接種に関するガイドラインを早急に策定する
べきである。その際、実施主体、費用負担のあり方、集団接種などについても、
検討すべきである。

ワクチン接種について、医師会等の関係機関と相談、調整のもと、新たな感染
症の発生や既知の感染症の病原性の変化等に応じ、集団的接種で実施することも

考慮しつつ、あらかじめ、接種の予約、接種場所、接種の方法など現場において

実効性のある体制を計画するべきである。

ワクチンによる副反応を、迅速かつ的確に評価できるように、ワクチン以外の

原因による有害な事象の把握や予防接種の実施状況と副反応の発生状況を迅速に

把握できる仕組みをつくるよう検討すべきである。

9



B.運用上の課題

ワクチンの接種回数や費用 (ワ クチン価格を含む)及び輸入ワクチンの確保等
については、決定までのプロセスを明確にし、できる限り開かれた議論を、根拠を

示しながら行うとともに、その議事録等をできる限り速やかに公表すべきである。

2.優先接種対象者等については、広く国民の意見を聞きながら国が決定するが、都
道府県や市町村等が地域の実情を踏まえ、柔軟に運用できるようにすべきである。

3.今後の新型インフルエンザワクチン供給については、今回、県が主体となつて円
滑な流通体制を構築し、医療機関に在庫があまり生じなかつた県の取組例を参考に

するとともに、実行可能性のある接種体制のあり方の議論も踏まえ、国、都道府県

をはじめ関係者が連携してワクチンを迅速かつ円滑に流通できる体制の構築に向

けた検討が必要である。

(なお、今回の新型インフルエンザ (A/Hl Nl)ワ クチンについては、在庫問題の解

決に向けて早急に、最大限努力すべきである。)

9. 結びに

この報告書において総括した今般の新型インフルエンザ (A/Hl Nl)対 策における課題の

根本的な改善のため、本報告書の提言を最大限尊重し、国において、新型インフルエンザ

行動計画やガイドラインの改定等の検討作業に速やかに着手し、実現すべきである。また、

都道府県及び市町村においては、国における行動計画等の対策の見直しも踏まえつつ、各

地域の実情に応じた実行性のある行動計画等の策定・改定を行うべきである。

新型インフルエンザ発生時の危機管理対策は、発生後に対応すれば良いものではなく、

発生前の段階からの準備、とりわけ、新型インフルエンザを含む感染症対策に関わる人員

体制や予算の充実なくして、抜本的な改善は実現不可能である。この点は、以前から重ね

重ね指摘されている事項であり、今回こそ、発生前の段階からの体制強化の実現を強く要

望し、総打に代えたい。
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